
議案第１号 

   条例案に対する意見について 

 

  令和３年６月24日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

 

第１ 趣旨 

   令和３年６月岩手県議会定例会に提出された次に掲げる条例案について、

岩手県議会から地方公務員法第５条第２項の規定に基づき意見を求められ

たので、別紙のとおり回答しようとするものである。 

 

第２ 意見を求められた条例案 

一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例及びみんなで取り組む防災活動

促進条例の一部を改正する条例のうち第１条 
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人 委 職 第  号  

令和３年６月 日  

 

 岩手県議会議長 関根 敏伸 様 

 

岩手県人事委員会          

委員長 熊谷 隆司       

 

 

   条例案に対する意見について（回答） 

 令和３年６月21日付け議第66号により意見を求められた下記条例案については、適

当なものと認められます。 

記 

議案第２号 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例及びみんなで取り組む防災

活動促進条例の一部を改正する条例のうち第１条 

RS19010198
タイプライターテキスト
1-2



1 

 

条例案に対する意見について 

                               

１ 検討の趣旨                                  

令和３年６月県議会定例会に提案された条例案について、県議会から地方公務員法第５条第２項に基

づき意見を求められたことから、検討を行うものであること。 

  

〔 議会日程 〕 

 ・ ６月21日（月） 意見照会  

 ・ ６月22日（火） 招集 

 ・ ７月２日（金） 常任委員会 

 ・ ７月６日（火） 本会議採決  

 

２ 意見を要する条例案                                

 

議案番号 条 例 名 

第２号 
一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例及びみんなで取り組む防災

活動促進条例の一部を改正する条例のうち第１条 

 

３ 条例案の検証結果                               

 

条例名 改正の趣旨 検証結果 検討資料 

一般職の職員の特殊勤務手

当に関する条例及びみんな

で取り組む防災活動促進条

例の一部を改正する条例の

うち第１条 

災害対策基本法の一部改正に伴

い、所要の整備をしようとするも

の 

適当 別紙 

 

４ 条例案意見（事務局案）                            

意見を求められた条例案につきましては、適当なものと認められます。 

 

 【参考】 

○地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号） 

（人事委員会及び公平委員会並びに職員に関する条例の制定）  

第五条 地方公共団体は、法律に特別の定がある場合を除く外、この法律に定める根本基準に従い、

条例で、人事委員会又は公平委員会の設置、職員に適用される基準の実施その他職員に関する事項

について必要な規定を定めるものとする。但し、その条例は、この法律の精神に反するものであつ

てはならない。  

２ 第七条第一項又は第二項の規定により人事委員会を置く地方公共団体においては、前項の条例を

制定し、又は改廃しようとするときは、当該地方公共団体の議会において、人事委員会の意見を聞

かなければならない。 
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一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例及び 

みんなで取り組む防災活動促進条例の一部を改正する条例 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 条例改正の趣旨 

災害対策基本法の一部改正に伴い、所要の整備をしようとするものである。 

(２) 条例改正の内容 

 災害対策基本法の一部改正により、避難勧告・避難指示について避難指示に一本化することとさ

れたことに伴い、次に掲げる条例について所要の整備をする必要が生じたものである。 

ア 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（第１条関係） 

火山災害時における災害応急作業等手当の支給要件の規定中、避難勧告に係る文言を削るもの

（第９条の 17第１項第１号イ） 

イ みんなで取り組む防災活動促進条例（第２条関係） 

→ 職員に適用される基準の実施その他職員に関する事項ではないため、意見は求められないも

の。 

(３) 施行期日（附則関係） 

公布の日から施行する。 

 

［参考］ 

災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要 

頻発する自然災害に対応して、災害対策の実施体制の強化及び災害時における円滑かつ迅速な避難

の確保を図るため、特定災害対策本部の設置、非常災害対策本部等の本部長及び設置時期の見直し、

市町村による個別避難計画の作成、避難のための立退きの勧告及び指示の一本化、広域にわたる避難

住民等の受入れに関する協議手続の整備、災害救助法に基づく救助の対象の拡大等の措置を講ずるも

のである。 

 

２ 条例案意見（事務局案）                                      

  適当なものと認められる。 

 

【理由】 

   法改正に伴う所要の整備（文言の削除）であること。 

 

 

別紙 
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災害対策基本法等の一部を改正する法律　新旧対象条文（抜粋）

SS17081201
ハイライト表示
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議案第２号 

   一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例及びみんなで取り組む防災活動促進条例の一部を改正する条例 

 （一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第１条 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和31年岩手県条例第52号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（災害応急作業等手当） （災害応急作業等手当） 

第９条の17 災害応急作業等手当は、次に掲げる場合に支給する。 第９条の17 災害応急作業等手当は、次に掲げる場合に支給する。 

 (１) 人事委員会の定める機関に勤務する職員が、次に掲げる作業に従事

したとき。 

 (１) 人事委員会の定める機関に勤務する職員が、次に掲げる作業に従事

したとき。 

  ア ［略］   ア ［略］ 

  イ 噴火により重大な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第60条第１項の規定に

基づき居住者等が避難のため立退きを勧告され、若しくは指示された

地域又は同法第63条第１項の規定に基づき設定された警戒区域で行う

災害状況の調査、巡回監視、工事の監督又は測量若しくは測量の監督

等の作業 

  イ 噴火により重大な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第60条第１項の規定に

基づき居住者等が避難のため立退きを指示された地域又は同法第63条

第１項の規定に基づき設定された警戒区域で行う災害状況の調査、巡

回監視、工事の監督又は測量若しくは測量の監督等の作業 

 (２)・(３) ［略］  (２)・(３) ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （みんなで取り組む防災活動促進条例の一部改正） 

第２条 みんなで取り組む防災活動促進条例（平成22年岩手県条例第49号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（災害時の行動） （災害時の行動） 

第11条 県民は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

自主的な避難、市町村長の避難の勧告又は指示に従った行動その他適切な

行動をとるよう努めるものとする。 

第11条 県民は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

自主的な避難、市町村長の避難の指示に従った行動その他適切な行動をと

るよう努めるものとする。 

（避難行動要支援者の支援体制の整備に係る支援） （避難行動要支援者の支援体制の整備に係る支援） 

第14条 県は、第９条に規定する支援体制の整備が円滑に行われるよう、市

町村が作成する避難行動要支援者の避難の支援に関する計画についての助

言その他必要な支援を行うものとする。 

第14条 県は、第９条に規定する支援体制の整備が円滑に行われるよう、市

町村に対し、法第49条の14第１項に規定する個別避難計画についての助言

その他必要な支援を行うものとする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  令和３年６月22日提出 

岩手県知事 達 増 拓 也  

 理由 

 災害対策基本法の一部改正に伴い、所要の整備をしようとするものである。これが、この条例案を提出する理由である。 
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